
４． 堰（頭首工）の耐震性照査手法について

上島菜美子・伊藤 保裕・山本 力・宇都宮 淳

レベル２地震動に対する堰の耐震照査をより精度良く実施す

る手法の検討として，独立行政法人水資源機構が所有する全国

の堰数カ所を対象とし，解析手法や条件等を変えて解析を行

い，耐震照査手法の比較検討を行った。この結果，モデル化や

評価手法によって解析結果が大きく異なることがわかった。

ここでは，レベル２地震動による２次元動的解析の際に堰柱

のモデルとして梁要素とソリッド要素の２種類のモデルで解析

を実施した結果を比較した。また，再現解析を実施した結果か

ら堰柱をソリッド要素でモデル化することの妥当性を検証した

上で，堰の動的解析を実施する場合の留意点，ソリッド要素に

よるモデルを適用する場合の課題などについて述べる。

（水土の知７６―２，pp．１７～２０，２００８）
堰，レベル２地震動，耐震照査，動的解析

３． 群馬用水における水路橋耐震補強について

飯田 直宏・小林 淳・岡村 康弘・中川 秋男

群馬用水施設は，昭和４５年度の管理開始以来，赤城山麓お

よび榛名山麓の農地約７，５００haに対して農業用水を供給し，
前橋市など９市町村に水道用水を供給するなど，群馬県県央地

域におけるライフライン施設となっている。幹線水路は，地形

的に急峻な谷や河川を横断しており，２３橋の水路橋・水管橋が

建設されている。それらは，PC水路橋，鋼製橋などの形式が
あり，群馬用水の特徴の一つとなっている。特に水路橋は，兵

庫県南部地震のようなレベル２地震動と呼ばれる大規模地震動

に対し，落橋等の被災が発生する恐れがある。このため，現在

実施中である群馬用水施設緊急改築事業における水路橋の耐震

補強について紹介を行うものである。

（水土の知７６―２，pp．１１～１５，２００８）
水路橋，耐震補強，落橋防止，可とう継手，施工上の問

題点

１． 埋設管の地震被害と耐震対策

毛利 栄征・藤田 信夫・河端 俊典

埋設管の地震被害の特徴としては，①管路の抜け出しや圧縮

破壊，②構造物周辺での抜け出し，③周辺地盤の液状化による

管路の浮上が挙げられる。一方，「耐震設計の手引き」（農林水

産省，２００３）では応答変位法によって管路の安全性を照査するこ

ととしているが，解析で得られる管路の挙動から被害の実態を

予測することは困難である。本報では，まず地震によって被害

を受けた管路の実態を分析し，管路の地震時挙動を整理して被

害実態から管路のウィークポイントを明らかにするとともに，

現状の耐震設計の限界についても論述する。最後に管路の耐震

性を向上するための具体的な手法を提示する。

（水土の知７６―２，pp．３～６，２００８）

埋設管，耐震設計，地震被害，耐震対策，調査，応答変

位法

２． 大規模地震動に対する盛土水路の耐震性能と

照査手法の検討

岡本 大樹

本報では，水路の耐震性能と水路盛土の耐震性能に関する工

学的指標を定め，施設重要度に応じた各開水路の定量的要求性

能の分類を行った。また，水資源機構が現在改築を進めている，

約１３６kmと長大な豊川用水の幹線水路に対し，動的 FEM解
析結果を再現する種々の簡易式を導出し，盛土下層地盤の地震

時耐震性能の照査を行った事例について報告する。このような

簡易推定法を適用することによって，上記水路の耐震性評価に

関する解析時間の短縮，実務の簡素化を図った。

（水土の知７６―２，pp．７～１０，２００８）
盛土水路，耐震性能，限界状態，FEM解析，簡易法

農業農村工学会誌第７６巻２号 報文・行政の窓・技術リポート・講座内容紹介

小特集 農業水利施設の大規模地震対策への取組み（Ⅱ）

特 集 の 趣 旨
１９９５年に発生した兵庫県南部地震を契機として，わが国における地震対策への取組みが変化してきました。それまで地震に強

く安全だと考えられていたわが国の土木構造物に，想像以上に多くの被害が発生しました。

兵庫県南部地震以降においても，鳥取県西部地震や最近では能登半島地震など震度６弱を超えるような大きな地震が日本各地で

発生しており，多くの被害が生じています。その中でも，新潟県中越地震および新潟県中越沖地震は，貯水池や水路などに被害が

発生し，農業水利施設に対して対策の必要性を考えさせられる地震となりました。

中央防災会議においては，東海地震，東南海地震，南海地震および首都直下地震などの発生確率の高い大規模地震について，そ

の地震動の大きさ，震度予測図，被害想定など多岐にわたり検討され公表されております。これらの地域に存在する農業水利施設

はもとより，全国各地に存在する農業水利施設にとって，今後これらのデータを有効に活用し，大規模地震対策への対応を行うこ

とが必要な時期にきているのではないでしょうか。

そこで，今後の農業水利施設における大規模地震対策への一助となるよう，農業水利施設に関する耐震性照査，耐震設計，耐震

工等の実施事例あるいはそれに関する技術動向等，農業水利施設を大規模地震から守る取組みについて紹介いたします。



（報文）

高解像度衛星画像を用いた土壌浸食の流下経路の追跡

鈴木 研二

４時期の高解像度衛星画像を用いて，土壌流出の頻発する東

北タイの圃場における浸食経路の痕跡に関する目視判読を行っ

た。その結果，小流域に見られる典型的な浸食経路を詳細に観

察することができることを示すとともに，場所によってはおお

むね毎年同様の地点や経路で浸食が発生していることを明らか

にした。多時期の高解像度衛星画像を用いることで，毎年被害

を受けている圃場や，その原因となっている場所・状況を特定

することが可能であることが示唆された。また，こうした劣位

な条件にある圃場について，粗放的な利用の推進を提案した。

（水土の知７６―２，pp．３３～３６，２００８）
QuickBird，砂質土壌，小流域，東北タイ，農地の粗放

的利用，判読キー，目視判読

（報文）

新潟県中越地震の地盤災害地区における

農地災害関連区画整備事業

有田 博之・風間十二郎・玉井 英一

吉川 夏樹・内川 義行・三沢 眞一

新潟県中越地震において地盤災害が大きかった旧山古志村

（現・長岡市）池谷集落に近接する赤木地区等で災害復旧対策

として農地災害関連区画整備事業が実施された。当事業は個別

の被災事象を復旧する通常の災害復旧とは異なり，地域を単位

として農地・水路・道路等を一体的に確保・整備するものだ

が，地震災害地区の事例としては初めてである。災害前の旧態

に復帰することを目的とする現状固定的な復旧に止まらず，将

来に向けた対応が可能となる点で震災地区の復旧において多く

の可能性をもつと考えられる。本報においては，赤木地区にお

ける農災区画整備事業の経験を踏まえ，事業実施上の課題につ

いて報告する。

（水土の知７６―２，pp．３７～４０，２００８）
復興，災害復旧，区画整理，事業制度，換地，等高線型

区画

（行政の窓）

新しい農地政策の展開方向

鵜沢 和弘・吉田 明・冨田 晋司

豊 輝久・戎井 靖貴

今日，わが国の農業・農村は，農業従事者の減少・高齢化，

耕作放棄地の増加，担い手の農地が分散錯圃の状態にある等さ

まざまな問題に直面している状況にある。このような中，農地

についてもその政策を見直す必要性が高まったことから，農林

水産省は平成１９年１１月に農地が国民に食料を供給するための

基礎的な生産要素であるとともに，農業者にとって重要な経済

基盤であるとして，農地の有効利用を促進し，農地は農業資源

として有効に利用されなければならないという理念を明確にす

るという方向のもと，「農地政策の展開方向について」を示し

たところである。

本報では，この農地政策の展開方向について，その内容を紹

介する。

（水土の知７６―２，pp．４１～４５，２００８）
農地政策，農地の有効利用，農地情報，耕作放棄地，優

良農地，面的集積

（報文）

開発途上国における小規模灌漑開発の展開

辻下 健二・堀野 治彦・中桐 貴生

第２次大戦後，植民地支配から独立したアジア・アフリカの

多くの国々は，経済的自立を図るためその原点として農業開発

に力を注ぎ，政府主導の大規模灌漑開発を行ってきた。現在で

は，持続性の観点等から参加型アプローチに基づく小規模灌漑

開発が脚光を浴びている。そこで，これからの小規模灌漑開発

展開のあり方を考えるため，事例として世界銀行による灌漑事

業の変遷・動向および「大規模」と「小規模」の特性の違いを

整理した。１９７３年の世界銀行の援助方向転換は小規模灌漑誕

生の契機となったが，全灌漑貸出し案件数に占める小規模の割

合は８％と少なく，小規模灌漑が灌漑開発の主流とは必ずし

もなっていないことがわかった。

（水土の知７６―２，pp．２７～３２，２００８）
小規模灌漑開発，大規模灌漑開発，開発途上国，ケニア，

世界銀行，BHN（ベーシックヒューマンニーズ）

（技術リポート：北海道支部）

転換畑におけるダイズの生産力判定のための

シリンダーインテークレート法による土壌物理性評価

塚本 康貴・竹内 晴信・北川 巌

シリンダーインテークレート法を用いて，転換畑におけるダ

イズの生育収量に影響を及ぼす土壌物理性の要因について解析

した。ベーシックインテークレート（Ib）が１００mm h－１未満
の圃場では，ダイズの個体当たりの子実重が低下し，収量が

３００g m－２を下回った。土壌物理性の項目を用いた解析の結

果，シリンダーインテークレート法で評価した透水性は，土壌

構造の発達程度による影響を強く受けることから，ダイズの生

育収量を低下させる要因は，土壌構造が未発達で孔隙や亀裂の

少ない土壌環境であると結論した。

（水土の知７６―２，pp．４６～４７，２００８）
転換畑，ダイズ，シリンダーインテークレート，土壌物

理性，土壌構造

５． 土地改良施設における耐震性の向上について

瀬戸 太郎

土地改良施設の設計においては，設計基準等に基づき施設の

重要度に応じた地震動レベルに対し耐震性能を設定している。

河川構造物や重要度の高い施設については，原則としてレベル

２地震動による耐震性能照査を行い，リスク回避，構造上強度

対策，柔構造化等により耐震性向上を図る必要がある。

設計基準頭首工の改定作業においても，渓流取水工等を除

き，施設の重要度に応じて一定の損傷を許容しつつ，原則レベ

ル１地震動およびレベル２地震動を設計対象とする等の検討を

行っている。

（水土の知７６―２，pp．２１～２６，２００８）
耐震設計，レベル２地震動，設計基準，頭首工



（技術リポート：東北支部）

馬見ヶ崎川合口頭首工における低周波音対策

高橋 寛

馬見ヶ崎川合口頭首工（最上川水系馬見ヶ崎川）の近隣住宅

から，頭首工ゲート越流時に住宅の窓等が振動するとの苦情を

受け，洪水吐ゲートまたは頭首工上流の砂防堰堤での低周波音

の発生あるいは隣接国道からの地盤振動が原因ではないかと想

定し，低周波音等の調査を行い，その原因究明，対策検討，対

策工としてスポイラの増設，効果検証を行った結果について紹

介する。

（水土の知７６―２，pp．４８～４９，２００８）
低周波音，低周波空気振動，越流水膜，スポイラ，ゲー

ト，音圧

（技術リポート：九州支部）

自然環境に配慮したクリーク整備

小野 力造・東 時則・永松 沙哉

近年，佐賀平野のクリーク（水路）では，クリークで起こる

波浪や水位変動の繰り返しにより，法面の崩壊と，これによる

泥土の堆積が顕在化し，断面不足による湛水被害が懸念される

ようになった。このため，佐賀県では本来クリークが有する洪

水調整機能などを回復させ，住民の生活・生命・財産を守るた

め，平成１２年度から県営クリーク防災機能保全対策事業を実

施しているが，コスト縮減を主眼とし，かつ自然環境に配慮し

た工法に取り組んでいる。ここでは，本事業で採用しているブ

ロックマット工法で施工を行った法面の植生状況が，施工後ど

のような変化を示しているのかについて報告する。

（水土の知７６―２，pp．５６～５７，２００８）
佐賀平野，クリーク，県営クリーク防災機能保全対策事

業，コスト縮減，植生

（技術リポート：京都支部）

トミヨの生息場所保全活動のフォローアップ

池田 千也・草光 紀子・細川 正次

鷺池は石川県羽咋郡志賀町の市街地の近くに位置する面積約

２５aの湧水を水源とするため池である。鷺池とその周辺に希少
淡水魚のトミヨの生息が確認されており，圃場整備事業の一環

で再整備が行われた。事業実施後も，石川県，石川県立大学，

民間の専門家，志賀町土地改良区，地域住民が協力して，トミ

ヨの保護，周辺環境の保全，トミヨのための小規模魚道の調整

とモニタリング，植生の試験移植などのフォローアップの取組

みが継続されている。本報は，これまでの事業の経緯とそのフォ

ローアップの取組みについてとりまとめたものである。

（水土の知７６―２，pp．５２～５３，２００８）
絶滅危惧種，ビオトープ，環境整備，小規模魚道，フォ

ローアップ

（講座）

生態系配慮の基礎知識（その５）

―生息系評価の実際―

小出水規行

当講座では生息系評価の実際として，生息場適性指数（生物

種の環境因子に対する選好性を最適１～不適０で表現した曲線

または基準）を援用して得られる生息場ポテンシャルについて

概説した。まず，生息場ポテンシャルの計算方法とその計算に

必要なデータについて述べ，次に茨城県天の川における適用事

例を紹介した。適用事例では灌漑期における河川流量を対象

に，カワムツとトウヨシノボリの稚魚および成魚について，水

深と流速の２因子を利用した生息場ポテンシャルを試算した。

種や成長段階による違いを確認すると同時に，計算された生息

場ポテンシャルの解析方法について解説を加えた。

（水土の知７６―２，pp．５９～６３，２００８）
生息場ポテンシャル，生息場適性指数，茨城県天の川，

カワムツ，トウヨシノボリ

（技術リポート：中国四国支部）

圃場整備における湿性動植物の保護・保全対策

進藤 正章

環境に配慮した圃場整備事業が各地で取り組まれているが，

広島県中央部で実施中の圃場整備事業地区においても，事業区

域内で見つかった希少生物の保護のため，関係団体が連携し，

さまざまな取組みを行っている。今回紹介する事例は，「ヒョ

ウモンモドキ」という全国的にも希少性の高い「蝶」の生息地

が，圃場整備事業区域内に含まれていたことから，地元を含め

た関係団体との協議の結果，ビオトープとして当該区域を保護

することとなった地区事例である。ここでは，保全対象種の選

定から取組みに至る経緯，保護対策工法の検討，ならびにビオ

トープの具体的な施工内容と施工時の配慮内容について紹介す

る。なお，保護対象が希少種のため，乱獲を防止する意味で，

位置の特定に繋がる記述は避けている。

（水土の知７６―２，pp．５４～５５，２００８）
環境配慮，自然，保護，希少種，ミティゲーション

（技術リポート：関東支部）

人工衛星（RADARSAT）画像を用いた水田作付け状況の評価

温水 福実

土地改良事業の地区計画策定，水利権協議での用水計画を策

定する上では水稲の作付け期を把握することが重要となる。作

付け期の調査法として挙げられる「①実測調査」では調査にか

かる労力が大きくなる，「②人工衛星等の画像解析」では天候

に調査結果が左右されるという課題がある。鬼怒川流域での水

稲作付け期調査において，人工衛星画像解析による方法の中で

も，全天候型 RADARSAT（レーダサット）データを用いた調
査を行ったところ，高い精度で広範囲の水稲作付け期を把握で

きるという結果を得ることができたので，その内容について紹

介する。

（水土の知７６―２，pp．５０～５１，２００８）
リモートセンシング，RADARSAT，広域評価，作付け

期把握，鬼怒川流域
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